
大規模災害時には、新たに災害応急対策業務が発生することに加え、府中市にも甚大な被害が生じるため、府中市の業務資源が不足し、行政機能が低下することが想定される。そのため、大規模
な災害に見舞われた際に、他の自治体や企業・ボランティア団体からの応援を円滑に受け入れ（受援）、人命の救助や一刻も早い復旧を図ることができるよう、事前に支援を要する業務や受け入れ
のルール、手順、体制等を定めることを目的としている。
また、他の自治体が被災した場合に府中市が円滑に応援が実施できるよう、応援についても、ルール、手順、体制等を整理した。

府中市災害時受援応援計画 概要

本計画の目的や位置づけ（右図）、応援の期間や対象と

なる業務、人的応援の種類の説明、応援要請を行う基準、

応援を要請することが想定される時期、費用負担等、計画

の前提となる事項や基本的な事項などを記載した。

第１章 総則

執務場所や活動拠点等、受援に際して整備すべき執務環境等について記載した。

相互応援協定を締結している自治体や都内区市町村で災害が発生した際に、府中市が円滑に災

害支援を実施するための体制や役割、応援職員の行動方針等について記載した。

また、応援によって得られた知見を庁内に共有・蓄積し、次の災害に備えるための、応援完了

後の報告会の実施についても記載した。

計画の実効性を向上させるため、計画の定期的な見直し、研修・訓練による人材育成
及び実効性の向上、関係機関等との平常時からの情報連携、実災害から得られた教訓の
本計画への反映等、求められる今後の取組について記載した。

災害時に府中市が受援するための基本的な体制と

役割を定め、役割を果たすための主な業務を定めた。

具体的には、災害対策本部に受援調整班を設置す

るとともに、各受援業務の受援担当（窓口）となる

部署を定め、それぞれの役割や業務を右図のとおり

整備した。

第２章 受援体制の整備

災害時の業務を整理し、府中市の事務所掌と照らして、府中市で災害が発生した時に、受援

が必要になると想定される主な18業務を左図のとおり特定した。

第３章 主な受援業務

災害発生後の応援要請から受援完了までの流れを示すとともに、人的支援、物的支援といった
テーマごとに整理した。人的支援は、専門性の高い業務や災害ボランティア等、関係性や応援の
形態ごとに、受援の方法を整理した。

第４章 受援の流れ

第５章 受援業務の執務・活動拠点

第６章 応援体制の整備

第７章 受援応援力の強化に向けた取組

府中市災害時受援応援計画とは

様々な応援等と府中市災害対策本部の関係受援の流れ

これらの業務については、平常時から備えて

おくために、業務内容を整理し、担当課・関

係課や応援の要請先等を明らかにし、上図の

「受援業務シート」にまとめた。

受援業務シート（イメージ）

 

受援業務 業務概要 

1 受援総合調整・管理 
各受援担当との調整を通じた応援要請、受入れ状況の把握・管

理及び受援調整会議の開催・運営を行う。 

２ 
災害対策本部運営 

マネジメント 

情報の収集及び伝達、各部及び防災関係機関等との連絡・活動

調整、本部運営を行う。 

３ 救助・救急 
消火活動、被災者の救助・救急活動の実施。救助部隊等の応援

要請・活動調整を実施する。 

４ 遺体処理 
遺体の保護・収容、身元確認、検視対応、安置、遺族への引き

渡し等を行う。 

５ 避難所運営 
避難所（収容）の確保、生活環境の確保と環境改善等による管

理・運営を行う。 

６ 道路復旧 道路・橋梁等の被害調査、応急復旧を行う。 

7 下水道復旧 下水道施設の被災状況の調査、応急復旧を行う。 

8 
物資拠点（地域内輸送拠点）の

確保・運営及び輸送 

被災者への物資提供、地域内輸送拠点等の確保、物資の調達、

拠点での受入れ・仕分け、輸送等を行う。 

9 
衛生・防疫及び被災者の 

健康管理 

避難所における衛生対策や防疫対策、生活衛生の管理、在宅

避難者を含む被災者の健康管理を行う 

10 災害廃棄物処理 
災害廃棄物の集積場所等の確保、ごみ・し尿の運搬、処理計画

の策定、廃棄物処理の進行管理を行う。 

11 
ボランティア・ＮＰＯの 

受入れ 

災害ボランティアの受入れ、活動促進のための支援、ボランテ

ィアセンターの設置・運営の支援。 

12 要配慮者支援 
要配慮者の安否確認、状況に応じた対応、福祉避難所の運営や

相談窓口の設置、要配慮者の見守り・健康管理等。 

13 被災建築物応急危険度判定 被災建築物の応急危険度判定を実施する。 

14 被災宅地応急危険度判定 被災宅地の応急危険度判定を実施する。 

15 住家被害認定調査 住家等の被害認定調査を実施する。 

16 罹災証明書の交付 住家被害認定調査に基づき、罹災証明書を交付する。 

17 
生活再建支援相談窓口の設置・

運営 

支援相談窓口を開設・運営、各種支援制度の広報広聴活動等を

行う。 

18 
応急仮設住宅の供給・住まいに

関する相談 

被災者向け応急仮設住宅の供給、応急仮設住宅に係る各部と

の総合調整。 

物的支援については、熊本地震以降
の国の動向等も踏まえ、府中市が物的
応援を行った場合に、円滑に支援を受
け入れられるよう、災害発生からの時
間の経過と物的支援の枠組みの変遷や、
支援物資を被災者に配布するまでの流
れについて整理した。


